
北海道告示第10225号

北海道が令和７年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等を次のとおり定める。

また、次の表の左欄に掲げる事務又は事業に係る補助金等の交付の決定、補助金等の額の確定その他補助金等の交付に関する権限は、それぞれ同表の補助金等の交付に関する権限の委任欄に掲げ

る職にある者に委任する。

令和８年２月19日

北海道知事 鈴木 直道

（保健福祉部所管分 その42）

補助金等を交付する事 交付申請書に添 実績報告書に添 交付申請書の提 補助金等の交

務又は事業の名称及び 補 助 対 象 者 補 助 対 象 経 費 補 助 率 等 付すべき関係書 付すべき関係書 出部数、提出期 付に関する権 摘 要

その目的又は趣旨 類 類 限及び提出先 限の委任

１ 地域医療勤務環境改善 提出部数 １部

体制整備等事業 提出期限 別に指示す

医師の労働時間の短縮 る日

など勤務環境改善を図る 提 出 先 保健福祉部

ことを目的として、予算 地域医療推

の範囲内において補助す 進局地域医

る。 療課

地域医療勤務環境改善 次のいずれかを 医療機関が作成した「医師労働時 ２分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

体制整備事業 満たす医療機関 間短縮計画」で定めた総合的な取組 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

（ただし、地域医 に要する経費（施設・設備整備、タ （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

療体制確保加算を スクシェアリングに伴う医療専門職 の収入金がある 保福第１の20号様式 保福第32号様式（施

取得している場合 雇用等） ときは、補助金 保福第１の32号様式 設整備の場合）

を除く。）なお、 等の額の算定に （申請者が地方公共 保福第33号様式（設

地域医療勤務環境 当たり、当該寄 団体である場合又は 備整備の場合）

改善体制整備特別 附金その他の収 施設整備の場合を除 別に指示する様式

事業及び勤務環境 入金の控除等を く。）

改善医師派遣等推 行う。） 保福第32号様式（施

進事業を実施して 設整備の場合）

いる場合であって 保福第33号様式（設

も、対象とする。 備整備の場合）

別に指示する様式

１ 救急医療に係

る実績として、救



急用の自動車又は

救急医療用ヘリコ

プターによる搬送

件数が、申請年度

前年の４月～３月

の１年間で1,000

件以上2,000件未

満であり、かつ地

域医療に特別な役

割がある医療機関

２ 救急医療に係

る実績として、救

急用の自動車又は

救急医療用ヘリコ

プターによる搬送

件数が、申請年度

前年の４月～３月

の１年間で1,000

件未満の医療機関

のうち、次のいず

れかに当てはまる

医療機関

(1)夜間・休日・

時間外入院件数

が、申請年度前年

の４月～３月の１

年間で500件以上

であり、かつ地域

医療に特別な役割

がある医療機関

(2)離島、へき地

等で、同一医療圏

に他に救急対応可

能な医療機関が存

在しないなど、特

別な理由の存在す



る医療機関

３ 地域医療の確

保に必要な医療機

関であって、次の

いずれかに当ては

まる医療機関

(1)周産期医療、

小児救急医療機

関、精神科救急等、

公共性と不確実性

が強く働く医療を

提供している医療

機関

(2)脳卒中や心筋

梗塞等の心血管疾

患の急性期医療を

担う医療機関であ

って一定の実績と

役割がある場合な

ど、５疾病６事業

で重要な医療を提

供している医療機

関

４ 在宅医療にお

いて特に積極的な

役割を担う医療機

関

地域医療勤務環境改善 次のいずれかを 医療機関が作成した「医師労働時 ２分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

体制整備特別事業 満たす医療機関の 間短縮計画」で定めた総合的な取組 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

うち、病床あたり に要する経費（施設・設備整備、タ （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

の医師数を一定数 スクシェアリングに伴う医療専門職 の収入金がある 保福第１の20号様式 保福第32号様式（施

以上確保し、ある 雇用等） ときは、補助金 保福第１の32号様式 設整備の場合）

いは幅広い症例に 等の額の算定に （申請者が地方公共 保福第33号様式（設

対応するための多 当たり、当該寄 団体である場合又は 備整備の場合）

領域の診療科を設 附金その他の収 施設整備の場合を除 別に指示する様式



置した上で、病院 入金の控除等を く。）

としての指導体制 行う。） 保福第32号様式（施

を整備し、基本的 設整備の場合）

な診療能力に加 保福第33号様式（設

え、最新の知見や 備整備の場合）

技能又は高度な技 別に指示する様式

能を修得できるよ

うな医師を育成す

る医療機関とし

て、知事が認める

ものとする。なお、

地域医療勤務環境

改善体制整備事業

及び勤務環境改善

医師派遣等推進事

業を実施している

場合であっても、

対象とする。

１ 地域医療に特

別な役割を担う医

療機関のうち、基

幹型臨床研修病院

又は基本19領域の

いずれかの領域に

おける専門研修基

幹施設であって、

「一般病床の許可

病床数100床あた

りの常勤換算医師

数が40人以上」か

つ「常勤換算医師

数が40人以上」の

医療機関。

２ 地域医療に特

別な役割を担う医

療機関のうち、基



幹型臨床研修病院

かつ基本19領域の

うち10以上の領域

において専門研修

基幹施設である医

療機関。

勤務環境改善医師派遣 次のいずれかを （１） 派遣受入医療機関 ２分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

等推進事業 満たす医療機関の 派遣医師を受け入れるための準備 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

うち、札幌市及び に必要となる経費（派遣受入医療機 （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

旭川市以外に所在 関における派遣医師の受入準備等に の収入金がある 保福第１の20号様式 別に指示する様式

し、地域の実情に 必要な旅費、需用費（消耗品費、印 ときは、補助金 保福第１の32号様式

基づき地域医療に 刷製本費）、役務費（通信運搬費、 等の額の算定に （申請者が地方公共

おいて特別な役割 損害保険料）、使用料及び賃借料、 当たり、当該寄 団体である場合を除

があり、かつ過酷 備品購入費） 附金その他の収 く。）

な勤務環境になっ （２） 派遣医療機関 入金の控除等を 別に指示する様式

ていると知事が認 ① 派遣医療機関における直近の 行う。）

める派遣受入医療 決算数値により以下の式で算出され

機関及び当該医療 る医師１人（※）１月当たりの経常

機関に医師派遣を 利益相当額に、派遣医師ごとに派遣

行う派遣医療機 月数を乗じて得た額の合算額。

関。なお、地域医 ※ 非常勤医師は常勤換算するも

療勤務環境改善体 のとする。

制整備事業及び地 （式）

域医療勤務環境改（入院診療収益＋外来診療収益－（人

善体制整備特別事 件費（医療職））＋材料費＋その他

業を実施している の経費）／医師数（常勤＋非常勤）

場合であっても、 ×1／12×（実際の派遣勤務日数／

対象とする。 派遣医療機関における派遣開始月か

（１） 派遣受入 ら終了月までの間の総診療日数）

医療機関 ② 地域の実情に応じた診療科の

①特定機能病 医師の養成のための卒前卒後教育

院、地域医療支援 （※）に寄与し、養成した医師を地

病院、救命救急セ 域の特定労務管理対象医療機関等に

ンター、周産期母 派遣することを目的とした寄附講座

子医療センター、 を運営するための経費



へき地医療拠点病 ※ 卒後の教育には、リカレント

院、地域がん拠点 教育も含むこととして差し支えない

病院等の地域医療 が、女性医師支援センター事業等の

に特別な役割を担 既存事業において対象となる復職支

う医療機関。 援については対象外。

②地域医療の確

保に必要な医療機

関であって、５疾

病６事業で重要な

役割を提供してい

る医療機関。

③在宅医療にお

いて特に積極的な

役割を担う医療機

関

（２） 派遣医療

機関

上記①～③の要件

を満たす派遣受入

医療機関に医師を

派遣する医療機

関。

２ 令和７年度（2025年度） 平成17年10月５ 環境改善支援事業の実施に必要な ４分の３以内 (1)実績による交付 保福第１の２号様式 提出部数 １部

障害福祉サービス事業所 日厚生労働省発社 備品購入費（冷暖房用機器の購入費 申請を行わない場合 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

等における環境改善支援 援第1005003号厚 用に限る。）、工事費又は工事請負 （寄附金その他 保福第１の２号様式 保福第１の31号様式 る日

事業費補助金 生労働事務次官通 費及び工事事務費（工事施工のため の収入金がある 保福第１の16号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

障害福祉サービス事業 知「社会福祉施設 直接必要な事務に要する費用であっ ときは、補助金 保福第１の18号様式 福祉局障が

所等において、空調設備 等施設整備費の国 て、旅費、消耗品費、通信運搬費、 等の額の算定に 保福第１の20号様式 い者保健福

の整備等の支援を行うこ 庫補助について」 印刷製本費及び設計監督料等をい 当たり、当該寄 保福第１の32号様式 祉課

とにより、障がい者の環 の別紙「社会福祉 い、その額は、工事費又は工事請負 附金その他の収 別に指示する様式

境改善に資することを目 施設等施設整備費 費の２．６％に相当する額を限度額 入金の控除等を

的として予算の範囲内で 国庫補助金交付要 とする。）。 行う。） (2)実績による交付

補助する。 綱」による社会福 ただし、別の補助金等又はこの種 申請を行う場合

祉施設等のうち、 目とは別の種目において別途交付対 保福第１の２号様式

障害者支援施設、 象とする費用を除き、工事費又は工 保福第１の16号様式



救護施設、更生施 事請負費には、これと同等と認めら 保福第１の18号様式

設及び女性自立支 れる委託料、分担金及び適当と認め 保福第１の31号様式

援施設 られる購入費等を含む。 別に指示する様式

３ 北海道保育対策総合支 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

援事業費補助金 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

地域の実情に応じた多 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

様な保育需要に対応する 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 総合振興局

ため、保育の受け皿及び 別に指示する様式 又は振興局

保育の担い手となる保育 の保健環境

人材の確保に必要な措置 部社会福祉

を講ずることで、待機児 課

童の解消を図り、子ども

を安心して育てることが

できる環境を整備するた

め、予算の範囲内で交付

する。

(1) 保育体制強化事業 市町村（札幌市、 保育体制強化事業を実施するため ４分の１以内

旭川市、函館市を に必要な報酬、給料、職員手当等、

含む。） 賃金、報償費、旅費、共済費、役務 （寄附金その他

費、委託料、使用料及び賃借料 の収入金がある

ときは、補助金

等の額の算定に

当たり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を

行う。）

(2) 保育補助者雇上強 市町村（札幌 保育補助者雇上強化事業を実施 ８分の１以内

化事業業 市、旭川市、函 するために必要な報酬、給料、職

館市を除く。） 員手当等、賃金、共済費、需用費、 （寄附金その

役務費、委託料、使用料及び賃借 他の収入金が

料 あるときは、

補助金等の額

の算定にあた



り、当該寄附

金その他の収

入金の控除等

を行う。）

(3) 認可外保育施設の衛 市町村（札幌市、 認可外保育施設の衛生・安全対策 ３分の２以内

生・安全対策事業 旭川市、函館市を 事業を実施するために必要な賃金、

除く。） 報償費、旅費、需用費（消耗品費、 （寄附金その他

印刷製本費）、役務費（通信運搬費、 の収入金がある

手数料）、委託料、使用料及び貸借 ときは、補助金

料、負担金、補助及び交付金 等の額の算定に

あたり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を

行う。）

(4) 医療的ケア児保育支 市町村（札幌市、 医療的ケア児保育支援事業を実施 ４分の３以内

援事業 旭川市、函館市を するために必要な報酬、給料、職員 ６分の５以内

除く。） 手当等、賃金、共済費、報償費、旅

費、需用費（消耗品費、会議費、印 （寄附金その他

刷製本費）、役務費（通信運搬費）、 の収入金がある

委託料、使用料及び賃借料、備品購 ときは、補助金

入費、補助金及び交付金、負担金 等の額の算定に

あたり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を

行う。）

(5) 保育所等における要 市町村（札幌市、 保育所等における要支援児童等対 ４分の３以内

支援児童等対策推進事 旭川市、函館市を 応推進事業を実施するために必要な

業 除く。） 報酬、給料、職員手当等、賃金、共 （寄附金その他

済費、報償費、旅費、需用費、役務 の収入金がある

費、委託料、使用料及び賃借料、備 ときは、補助金

品購入費、補助金及び交付金 等の額の算定に

あたり、当該寄

附金その他の収



入金の控除等を

行う。）

(6) 放課後居場所緊急対 市町村（札幌市、 放課後居場所緊急対策事業を実施 ３分の１以内

策事業 旭川市、函館市を するために必要な報酬、給料、職員

含む。） 手当等、共済費、報償費、旅費、需 （寄附金その他

用費（消耗品費、印刷製本費、光熱 の収入金がある

水費）、役務費（通信運搬費）、委 ときは、補助金

託料、使用料及び賃借料、工事請負 等の額の算定に

費、原材料費、備品購入費 あたり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を

行う。）

(7) 認可化移行のための 市町村（札幌市、 認可化移行のための助言指導・移 ４分の１以内

助言指導・移転費等支 旭川市、函館市を 転費等支援事業を実施するために必

援事業 含む。） 要な報酬、給料、職員手当等、報償 （寄附金その他

費、旅費、工事請負費、需用費（消 の収入金がある

耗品費、食糧費、燃料費、印刷製本 ときは、補助金

費、光熱水費及び修繕料）、役務費 等の額の算定に

（通信運搬費、手数料、広告料）、 あたり、当該寄

委託料、使用料及び賃貸料、備品購 附金その他の収

入費 入金の控除等を

行う。）

(8) 保育環境改善等事業 市町村（札幌市、 保育環境改善等事業を実施するた ３分の２以内

（安全対策事業、緊急 旭川市、函館市を めに必要な工事請負費、原材料費、

一時預かり推進事業、 除く。） 需用費（燃料費、印刷製本費、光熱 （寄附金その他

放課後児童クラブ閉所 水費及び修繕料）、役務費（通信運 の収入金がある

時間帯における乳幼児 搬費、手数料）、委託料、使用料及 ときは、補助金

受入れ支援事業を除 び賃貸料（敷金を除く。）、備品購 等の額の算定に

く。） 入費、負担金、補助及び交付金 あたり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を

行う。）



(9) 保育所等の質の確保 市町村（札幌市、 保育所等の質の確保・向上のため ４分の３以内

・向上のための取組強 旭川市、函館市を の取組強化事業を実施するために必

化事業 除く。） 要な報酬、給料、職員手当等、賃金、（寄附金その他

共済費、謝金、旅費、需用費（消耗 の収入金がある

品費、燃料費、会議費、印刷製本費、ときは、補助金

光熱水費及び修繕料）、役務費（通 等の額の算定に

信運搬費、広告料、手数料）、委託 あたり、当該寄

料、使用料、貸借料、備品購入費 附金その他の収

入金の控除等を

行う。）

(10) 認可化移行運営費 市町村（札幌市、 認可化移行運営費支援事業の実施 ４分の１以内

支援事業 旭川市、函館市を に必要な経費

除く。） （寄附金その他

の収入金がある

ときは、補助金

等の額の算定に

あたり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を

行う。）

(11) 小規模多機能・放 市町村（札幌市、 小規模多機能・放課後児童支援事 ３分の１以内

課後児童支援事業 旭川市、函館市を 業を実施するために必要な報酬、給

含む。） 料、職員手当等、共済費、報償費、 （寄附金その他

旅費、需用費（消耗品費、印刷製本 の収入金がある

費、光熱水費）、役務費（通信運搬 ときは、補助金

費）、委託料、使用料及び賃借料、 等の額の算定に

工事請負費、原材料費、備品購入費 あたり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を

行う。）

４ 北海道児童養護施設等 児童養護施設、 事業者が当該年度中に補助者に対 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

体制強化事業補助金 乳児院、児童心理 して支出する報酬、給料及び職員手 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

児童養護施設等の児童 治療施設、児童自 当等（ただし、会計年度任用職員及 （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日



指導員や養育者等直接処 立支援施設、児童 び臨時的任用職員へ支給されるもの の収入金がある 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

遇職員の補助を行う者を 自立生活援助事業 に限る。）、報償費、共済費とする。 ときは、補助金 保福第１の32号様式 子ども政策

雇い上げることにより、 所（児童自立生活 等の額の算定に 別に指示する様式 局子ども家

直接処遇職員の業務負担 援助事業所Ⅲ型の 当たり、当該寄 庭支援課

を軽減し、離職防止と児 うち、里親の居宅 附金その他の収

童養護施設等の人材の確 又は里親が児童自 入金の控除等を

保を目的として予算の範 立生活援助を行う 行う。）

囲内において交付する。 対象者の居宅を除

く。）及び小規模

住居型児童養育事

業を行う事業所を

設置・運営する事

業者


